
鳥取市関係人口推進事業支援補助金（新規事業支援）交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、鳥取市関係人口推進事業支援補助金（新規事業支援）（以下「本補助金」という。）

について、鳥取市補助金等交付規則（昭和４２年鳥取市規則第１１号。以下「規則」という。）に定め

るもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（交付目的） 

第２条 本補助金は、定住者以外の者で地域に参画する「関係人口」の拡大のため、ワーケーションプロ

グラムの開発や市内企業等と連携して行う取組等、本市の地域資源を有効活用する事業を支援すること

により、関係人口の創出・拡大及び地域活性化に資することを目的とする。 

 

（補助対象者） 

第３条 本補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、本市の取組に共感・賛同す

る企業又は団体（任意団体を含む。）とする。 

 

（補助対象事業） 

第４条 本補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、別表第１欄に掲げる事

業であり、かつ、別表第２欄に掲げる要件を満たす事業とする。 

 

（補助対象経費） 

第５条 本補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、別表第３欄に掲げる経

費（消費税及び地方消費税に相当する額を除く。）とする。 

 

（補助金の算定等） 

第６条 本補助金は、補助対象経費の額に別表第４欄に定める補助率を乗じて得た額（千円未満の端数は、

これを切り捨てる。）以内で算定し、予算の範囲内で交付する。ただし、別表第５欄に定める額を限度

額とする。 

 

 （交付申請） 

第７条 規則第４条の申請書に添付すべき同条第１号及び第２号に掲げる書類は様式第１号によるものと

し、同条第４号に掲げる書類は次に掲げる書類とする。 

（１）申請者の概要が把握できる資料（会社概要、企業パンフレット等） 

（２）事業計画の概要が把握できる資料（図面、見積書、契約書、パンフレット等） 

 

 （着手届を要しない場合） 

第８条 本補助金の交付に係る事業は、規則第１０条第１項第３号の市長が別に定める場合とし、同項に

規定する着手届の提出を要しないものとする。 

 

 （承認を要しない変更） 

第９条 規則第９条第１項の市長が別に定める変更は、次に掲げるもの以外の変更とする。 



（１）本補助金の増額又は２割以上の減額を伴う変更 

（２）事業の目的に影響を及ぼすと認められる変更 

 

（概算払） 

第１０条 本補助金は、規則第１１条第１項ただし書の規定に基づき、概算払により交付することができ

る。 

 

 （実績報告の時期等） 

第１１条 規則第１２条の規定による報告は、補助対象事業の完了、中止若しくは廃止の日から３０日を

経過する日又は令和７年２月１５日のいずれか早い日までに行わなければならない。ただし、本補助金

の全額が概算払により交付された場合にあっては、令和７年３月１０日までに行うものとする。 

２ 規則第１２条の報告書に添付すべき同条第１号及び第２号に掲げる書類は、様式第２号によるものと

する。 

 

（財産の処分制限） 

第１２条 規則第１６条ただし書の期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省

令第１５号）に定める耐用年数に相当する期間（同令に定めのない財産については、市長が別に定める

期間）とする。 

２ 規則第１６条第５号の財産は、次のいずれかに該当するものとする。 

（１）取得価格又は効用の増加価格が５０万円以上の機械及び器具 

（２）その他交付目的を達成するため処分を制限する必要があるものとして市長が別に定めるもの 

 

 （雑則） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか本補助金について必要な事項は、経済観光部長が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

（この要綱の失効） 

２ この要綱は、令和７年３月３１日限り、その効力を失う。 

 

附 則 

この要綱は、令和６年３月３１日から施行する。ただし、別表の改正規定は、令和６年４月１日から施行

する。 



別表（第４条、第５条、第６条関係） 

１ 補助対象事業 ２ 補助対象事業要件 ３ 補助対象経費 ４ 補助率 ５ 限度額 

ワーケーションプログラム開

発・実施事業支援 

都市部等に在住する企業人

材を対象とし、本市の施策に

合致した本市ならではの環境

や人材を生かしたワーケーシ

ョンプログラムを開発又は実

施する事業 

・本市の施策に賛同し、積極的にワー

ケーション等の受入又は実施を行うこ

と。 

・新たなプログラムを開発した場合、

開発後も継続して本番プログラムを実

施すること。 

・本市が行う情報発信について、全面

的に協力すること。 

・プログラム開発経費 

・スタッフや参加者の移動・宿泊等に係る旅費 

・資料制作経費（取材・教材制作等） 

・その他プログラムの開発、実施に必要となる経

費 
１／２ １，０００千円 


